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豊中市アフタースクール運営業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

１．基本的事項 

本市では、放課後こどもクラブ、校庭で遊ぼう！（校庭開放）、とよなか地域子ども教室等の取組み

を通じて、児童の放課後等における居場所づくりを進めてきました。今後は、学校施設を活用し、全て

の児童を対象に、安全・安心な居場所を確保するとともに、子ども自らが放課後の過ごし方や活動を選

択し、多様な体験活動に参加できる環境の充実を図ることをめざしています。 

本業務は、こうした考え方に基づき、モデル校においてアフタースクールを運営し、安全・安心な居

場所を確保するとともに、子どもの意見を継続的に運営及び活動内容へ反映し、地域資源を活用した多

様な学びや体験の機会を提供する運営業務です。 

その実施に当たっては、安全管理、人材確保及び育成、学校・地域との調整、体験活動の企画運営、

子どもの意見反映等に関する専門性と実践経験が求められます。 

本要領は、本業務の受託候補者を公募型プロポーザル方式により選定するため、必要な事項を定める

ものです。 

 

２．業務概要 

（１）業務名 

豊中市アフタースクール運営業務委託 

（２）業務内容 

委託する業務の範囲は、豊中市アフタースクール運営業務委託仕様書によります。 

（３）契約期間 

   契約締結日から令和１１年（2029年）３月３１日まで 

（４）提案上限額等 

① 本業務の提案上限額は、４２,３６５,０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

提案額が提案上限額を超える場合は失格とします。提案上限額は契約時の予定価格を示 

すものではありません。提案価格は、本要領に定める価格評価の対象とします。本業務は、 

消費税及び地方消費税の課税対象です。見積書は、消費税及び地方消費税を含む金額で作成 

し、提案上限額内に収めてください。人件費には、賃金のほか社会保険料（労働保険料等）に 

係る事業主負担部分を含みます。 

※ ただし、上記のうち令和 8年度にかかる提案上限額は、３００,０００円（消費税及び地方 

消費税を含む。）とします。 

② 委託料等の支払い 

本業務は総価契約とし、委託料は月払いとします。委託料等は、提案内容を踏まえ、本市と 

協議のうえ契約により確定するため、提案額がそのまま委託料等になるものではありませ 

ん。 

③ 業務準備期間 

契約締結日からテスト実施開始日までの間は業務準備期間とし、市との業務打合せ、従事者 

の確保その他業務履行に必要な準備を行ってください。なお、業務準備期間に要する費用は 

受託者の負担とし、委託料はテスト実施開始日から発生するものとします。 
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④ 費用見積書の積算条件 

費用見積書の作成に当たっては、別紙「費用見積書作成用積算条件表」に示す日数及び曜日 

区分を共通の積算条件として使用してください。開設時間、勤務時間、配置人数、休憩・交 

代要員その他の実施条件は、仕様書第 7項及び第 10 項によります。 

当該積算条件表は、提案価格の比較条件を統一するための積算上の共通条件を示すものであ 

り、実際の開設日を確定するものではありません。実際の開設日は、市が学校日程等を確認 

した上で作成する、仕様書第 7項に基づく年間予定表によります。 

（５）その他 

提案内容は、契約締結に向けた協議により、仕様書及び提案内容の趣旨を損なわない範囲で調 

整する場合があります。契約金額は、提案内容及び提案額を踏まえ、本市と受託候補者が協議 

のうえ決定します。 

 

３．参加資格 

本案件に参加できる者は、参加申込書の提出期日から契約締結日までの間、次のすべての要件を満 

 たすものとします。 

（１）事業者の要件 

① 法人であること。 

② 業務を継続して行うことが確実に見込まれること。 

（２）参加資格要件 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

② 本市から豊中市入札参加停止基準（平成７年６月１日制定）に基づく指名停止措置（本業務の提 

案募集を公示した日から応募の日まで）を受けていないこと。 

③ 暴力団等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第 

２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員及び豊中市暴力団排除条例（平成２５年 

豊中市条例第２５号）第２条第３号に規定する暴力団密接関係者をいう。）に該当しないこと。 

※提出書類（役員名簿など）に記載されている情報を豊中警察署長又は豊中南警察署長に提供し 

ます。 

④ 本市から豊中市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成２４年２月１日制定）に基づく入札 

参加除外措置（本業務の提案募集を公示した日から応募の日まで）を受けていないこと。 

⑤ 労働関係法令に違反し、官公署から摘発又は勧告等を受けていないこと。 

⑥ 提案業務を行うに当たり、当該業務が法令等の規定により官公庁の免許、許可または認可を受け 

ている必要がある場合には、当該免許、許可又は認可を受けている者であること。 

⑦ 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４条による 

改正前の商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項（会社法の施行に伴う関係法律の整 

備等に関する法律第１０７条の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の規 

定による会社の整理の開始を命ぜられていない者であること。 

⑧ 平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条による廃止前 

の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立てをしていな 

い者であること。 

⑨ 平成１２年４月１日以後に民事再生法第２１条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申 
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立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第３３条第１項の 

再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第１７４条第１項の再生計画認可の決定が 

確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者 

とみなす。 

⑩ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更生手続開始 

の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件（以下「旧更 

生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧 

法」という。）第３０条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てを含む。以下「更生

手続開始の申立て」という。）をしていない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であ

ること。ただし、会社更生法第４１条第１項の更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基

づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、その者に係る会社更生法第１９９条第

１項の更生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画の認可の決定を含む。）が

あった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更生手続開始の申立てをなさ

れなかった者とみなす。 

⑪ 国税及び地方税等を滞納していないこと。 

⑫ 豊中市物品購入等入札参加有資格者に登録されていること。ただし、登録されていない場合は、 

契約締結日までに本市の物品購入等入札参加有資格者名簿への随時登録を行うこと。 

（３）参加資格の確認 

参加申込書等により参加資格を確認し、参加資格要件を満たさないと認めた者には、その旨を電子 

メールにより通知します。参加資格確認結果のみを個別に通知しません。 

 

４．スケジュールの概要（予定） 

項 目 日 程 

実施要領等の公表 令和８年（2026年）１０月６日（火） 

参加申込書・誓約書提出期限 令和８年（2026年）１０月１９日（月）１７時（必着） 

質問受付期限 令和８年（2026年）１０月２２日（木）１７時（必着） 

質問回答期日 
令和８年（2026年）１０月２７日（火）１７時 

※電子メールで通知 

企画提案書等提出期限 令和８年（2026年）１１月６日（金）１７時（必着） 

書類審査（一次審査） 

※提案者が４者以上の場合に実施 

令和８年（2026年）１１月１１日（水） 

※参集不要 

一次審査結果及び 

二次審査実施日時の通知 

令和８年（2026年）１１月１２日（木） 

※電子メールで通知 

プレゼンテーション及びヒアリング 

（二次審査） 
令和８年（2026年）１１月１７日（火）午後 
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項 目 日 程 

審査結果の通知 
令和８年（2026年）１１月１９日（木） 

※電子メールで通知 

仕様内容の協議・契約締結 令和８年（2026年）１２月上旬（予定） 

（１）質問受付 

企画提案書類等の作成に関する質問は、令和８年（2026年）１０月２２日（木）１７時までに、 

電子メールで質問書（様式第３号）を事務局へ送付したうえで、電話にて受信確認してください。 

電話又は来庁による口頭での質問は受け付けません。回答は、令和８年（2026 年）１０月２７日 

（火）１７時までに、参加申込書を提出したすべての事業者に電子メールで送付します。 

５．応募に必要な書類の提出 

（１）提出書類 

① 参加申込書（様式第１号） 

② 誓約書（参加資格関係）（様式第２号） 

③ 企画提案書（任意様式） 

【添付書類】 

ア 事業者概要書（様式第４号） 

イ 定款、寄附行為その他これらに相当する書類（任意様式） 

ウ 業務実績調書（様式第５号） 

エ 役員名簿及び組織に関する書類（任意様式） 

オ 費用見積書（任意様式） 

カ 業務責任者配置予定者調書（様式第６号） 

キ 入札参加停止措置等状況調書（様式第７号） 

同種業務実績の有無は参加資格要件ではありません。業務実績調書は、評価項目 No.２において、 

本業務に有効な経験及び知見並びにその活用方法を評価する資料として使用します。 

（２）企画提案書等の作成方法 

企画提案書及び添付書類の記載事項、体裁、作成部数、綴じ方、電子媒体への格納方法その他 

の作成・提出方法の詳細は、別添「豊中市アフタースクール運営業務委託企画提案書類作成要 

領」によります。 

（３）提出期限等 

① 提出期限 

ア 参加申込書及び誓約書 令和８年（2026 年）１０月１９日（月）１７時（必着） 

イ 企画提案書及び添付書類 令和８年（2026年）１１月６日（金）１７時（必着） 

② 提出場所及び提出方法 

事務局へ持参するか、又はレターパック等による信書便により提出してください。なお、郵送の

場合も提出期限までに必着とします。 

※ 住所は、本要領「１０．事務局」に記載のとおりとします。 

③ 提出に当たっての留意事項 

・提出書類は返却しません。 
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・各提出期限において提出を求める書類の分割提出は認めません。 

・提出書類が不足している場合又は提出期限までに到着しない場合は、参加を無効とします。 

・提出書類の受付後は、本市が求める場合を除き、追加又は修正を認めません。 

・提出書類の作成及び提出に要する費用は、提案者の負担とします。 

（４）提出書類の著作権等 

企画提案書等の提出書類の著作権は、審査結果が確定するまでの間、提案者に帰属します。提出書 

類は受託候補者の選定に使用します。また、提出書類は、豊中市情報公開条例（平成１３年豊中市 

条例第２８号）の定めにより公開される場合があります。 

（５）接触の禁止 

本業務の実施要領等の公表の日から審査結果の通知日までの間、質問受付、各種書類の提出及び 

二次審査の場を除き、豊中市アフタースクール運営業務受託候補者選定委員会（以下「選定委員 

会」という。）の委員又は本案件に関係する市職員に、本案件に関して接触することを禁じます。 

６．選定について 

（１）審査方針 

事業者選定の審査は、選定委員会が行います。選定委員会は、一次審査（提出書類）及び二次審査 

（プレゼンテーション及びヒアリング）によって提案内容、業務実施体制、業務実績及び提案価格 

等を総合的に評価し、受託候補者及び次点者を決定します。選定委員会の会議は非公開とします。 

本業務の評価は、技術評価９０点及び価格評価１０点とし、そこから処分歴等による減点を 

用します。総合得点は、技術評価点と価格評価点の合計から処分歴等による減点を控除して算出し 

ます。 

（２）評価項目及び配点 

No. 評価項目 主な評価内容 配点 

1 業務理解・基本方針 
本業務の目的への理解及び、それを踏まえた運

営の基本方針 
5点 

2 本業務に有効な経験・知見 

児童の居場所運営、学校施設活用、安全管理、

人材配置等に関する経験・知見と、本業務への

具体的な活用方法 

5点 

3 
日常運営、こどもの権利・主

体性 

受付・入退室、見守り、児童間トラブル及び配

慮を要する児童への対応、児童の選択の尊重、

児童の意見の把握及び日常の運営・活動内容へ

の反映 

15点 

4 
安全管理、緊急時対応・情報

管理 

日常の安全管理、危険発生時の初動対応・危険

回避、事故・災害・不審者対応、児童対象性暴

力の防止、個人情報・情報機器等の管理 

15点 

5 
人員配置、責任体制・欠員対

応 

役割・指揮命令、資格及び配置、休憩・交代、

欠員時の代替配置、採用・定着及び複数年度の

人員確保 

15点 
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No. 評価項目 主な評価内容 配点 

6 研修、人材育成・労務管理 

初回配置前研修、緊急かつやむを得ない場合の

研修未受講者配置に係る例外対応、継続・追加

研修、研修記録及び法令に適合した勤務・休憩

管理 

9点 

7 体験プログラムの企画・実施 

運営事業者のノウハウを生かした無料体験プロ

グラムの考え方及び具体的なメニュー、実施方

法並びに体験プログラムを安全かつ公平に実施

するための工夫 

10点 

8 
学校・保護者・放課後こども

クラブ等との連携・調整 

市、学校、保護者、放課後こどもクラブ等との

役割分担、円滑な連携及び学校施設を活用した

運営に必要な調整 

10点 

9 記録、報告、運営改善 
日報・月報・勤務実績・事故等の正確な記録・

報告及び記録を踏まえた日常運営の改善 
3点 

10 本部支援・品質管理 

業務責任者・本部による現場支援、2校間の運

営水準の確保及び現場で解決困難な事案への支

援 

3点 

価格 価格評価（費用見積書） 提案上限額及び提案価格を用いた価格評価 10点 

減点 

処分歴等 

（入札参加停止措置等状況調

書） 

公募開始日から起算して過去 3年間の処分歴等 減点 

 総合得点 
技術評価９０点＋価格評価１０点－処分歴等に

よる減点 

100点 

―減点 

（３）技術評価の方法 

技術評価は、評価項目 No.１から No.10 までについて、各項目に掲げる主な評価内容を踏まえ、 

選定委員会が定める評価基準により採点します。評価に当たっては、ＡからＥまでの５段階の評価 

ランクを用い、それぞれのランクに応じた得点率により得点を算出します。各評価項目の得点を合 

計して技術評価点とします。Ｃは、仕様書を適切に履行できる標準的な提案とします。 

評価ランク A B C D E 

得点率 100％ 75％ 50％ 25％ 0％ 

本案件では匿名審査を行いません。企画提案書及び添付書類に事業者概要、業務実績、組織、人員 

体制等の事業者を識別し得る情報が含まれ、匿名化が実務上困難であるため、あらかじめ定めた評 

価基準に基づき、公平かつ客観的に審査します。 

また、企画提案項目に対応する記載がない場合は、原則として当該評価項目をＥ評価として審査 

し、それだけを理由に失格又は選外とはしません。ただし、参加資格違反、必要な提出書類の欠落 



7 

 

その他本要領に定める失格事項は、別に判断します。 

（４）最低基準 

受託候補者又は次点者となるためには、（３）の方法により決定した技術評価点が 90 点満点中 

45 点以上であり、かつ、次の中核 4 項目の得点がそれぞれの最低基準以上でなければなりませ 

ん。この最低基準は、一次審査を実施する場合には一次審査にも適用し、提案者が 1 者の場合にも 

適用します。 

No. 中核評価項目 配点 最低基準 

3 日常運営、こどもの権利・主体性 15点 7.5点以上 

4 安全管理、緊急時対応・情報管理 15点 7.5点以上 

5 人員配置、責任体制・欠員対応 15点 7.5点以上 

8 学校・保護者・放課後こどもクラブ等との連携・調整 10点 5点以上 

最低基準を満たさない者は、順位にかかわらず選外とし、価格評価点を算定しません。すべての企 

画提案について契約の目的を十分に達成できないと判断した場合は、受託候補者を決定しないこと 

があります。 

（５）審査の方法 

① 一次審査（書類審査） 

  提案者が４者以上の場合は、提出された企画提案書及び添付書類に基づき、（３）に定める方法 

により技術評価を行います。一次審査において（４）の最低基準を適用し、最低基準を満たさな 

い者は選外とします。最低基準を満たした者について（６）の方法により価格評価を行い、 

（７）の処分歴等による減点を適用した上で、技術評価点と価格評価点の合計から処分歴等によ 

る減点を控除した総合得点の上位３者を二次審査の対象者とします。一次審査の総合得点は、二 

次審査後の最終得点に加算しません。一次審査の結果は、一次審査を実施したすべての提案者に 

電子メールで通知します。二次審査対象者には、併せて二次審査の実施日時を通知します。提案 

者が３者以下の場合は、一次審査による絞込みを行わず、参加資格を満たす提案者を二次審査の 

対象者とします。 

② 二次審査（プレゼンテーション及ヒアリング） 

ア 日時 令和８年（2026年）１１月１７日（火）午後（予定） 

イ 内容 企画提案書に基づく説明及び選定委員による質疑（非公開） 

ウ 時間 １提案者当たりおおむね４０分以内（説明２０分以内、質疑応答２０分以内） 

エ 追加資料 本市が求める場合を除き、追加提出は不可 

オ 説明者 １提案者当たり３名以内（本業務に従事予定の者に限る。） 

二次審査出席者名簿（様式第８号）に所属及び本業務における予定役割を記載し、 

電子メールで指定する日までに事務局へ提出してください。外部のプレゼンテーシ 

ョン代行者等、本業務に従事する予定のない者の出席は認めません。 
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カ その他 ＰＣ、プロジェクター等の機器を使用する場合は、事前に本市へ相談してくださ

い。二次審査は、提出済み企画提案書の説明及び内容確認の場とします。提出され

た企画提案書及び添付書類並びに二次審査における説明及び質疑応答を踏まえ、

（３）に定める方法により、評価項目 No.１から No.１０までを改めて評価しま

す。二次審査における説明又は回答は、提出済みの企画提案書の内容を基礎とし

て、その具体性、整合性及び実施可能性を確認するため、各評価項目の評価に反映

します。話し方、プレゼンテーション技術及び資料の見栄えそのものは評価しませ

ん。 

（６）価格評価 

価格評価は１０点満点とし、費用見積書に記載された提案価格を評価対象とします。一次審査を実 

施する場合は、一次審査の順位決定にも用います。技術評価の最低基準を満たさない者については、 

価格評価点を算定しません。 

（７）処分歴等による減点 

公募開始日から起算して過去３年間に、本市、国又は他の地方自治体から入札参加停止措置若しく 

は入札参加除外措置を受けた場合、過去の契約履行において契約解除を受けた場合又は過去若しく 

は現在継続中の契約履行において不誠実行為若しくは不履行等を理由として文書による警告（勧告 

又は命令等を含みます。）を受けた場合は、様式第７号の記載内容に基づき、減点します。 

（８）順位及び受託候補者等の決定 

技術評価点と価格評価点の合計から処分歴等による減点を控除した総合得点が最も高い者を受託候 

補者とし、次に高い者を次点者とします。総合得点が同点の場合は、提案価格が低い者を上位とし 

ます。総合得点が同点であり、かつ、提案価格も同額の場合は、選定委員会の合議により順位を決 

定します。 

（９）審査結果の通知 

審査結果は、二次審査を実施したすべての提案者に電子メールで通知します。通知日は、令和８年 

（2026年）１１月１９日（木）（予定）とします。受託候補者及び次点者にはその旨を、その他の 

提案者には選外となった旨を記載します。評価内容及び選定結果に関する問い合わせには応じませ 

ん。 

（10）審査結果の公表 

審査結果の通知後、市ホームページ等において、次の事項を公表します。 

① 件名 

② 履行期間 

③ 受託候補者（事業者名、所在地、代表者、提案金額） 

④ 公募及び審査経過（公募経過、応募団体、審査経過及び選定委員会の構成） 

⑤ 選定理由 

⑥ 採点結果 

⑦ 担当課 

⑧ その他（受託候補者と最高評価点者が異なる場合は、その理由） 
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７．失格事項 

次のいずれかに該当する場合は、その提案を失格とします。 

① 契約締結日までの間に参加資格を満たさなくなった場合 

② 提案価格が提案上限額を超えた場合 

③ 提出書類に虚偽の内容を記載した場合 

④ 提出期限までに必要な書類を提出しなかった場合 

⑤ 提案に関して談合その他の不正行為があった場合 

⑥ 他の提案者と提案内容又は提案意思について相談するなど、正常な提案の執行を妨げる行為が 

  あった場合 

⑦ 受託候補者の選定終了までの間に、他の提案者に対して提案内容を意図的に開示した場合 

⑧ 法令並びに本市の関係条例及び関係規則に抵触する内容を含む提案を行った場合 

⑨ 審査の公平性を害する行為があった場合 

⑩ 二次審査に参加しなかった場合 

⑪ 選定委員に対して、直接又は間接を問わず故意に接触し、又は接触を求めた場合 

⑫ その他、企画提案に当たり著しく信義に反する行為等があり、選定委員会が失格と認めた場合 

８．契約の締結 

① 受託候補者は、本市と仕様、価格等を協議し、本市の内部手続を経て契約の相手方として決定し 

ます。受託候補者の選定通知は、契約の締結を約するものではありません。 

② 受託候補者と協議が調わない場合は、次点者と協議を行います。 

③ 契約内容は、仕様書及び企画提案書の内容を基に、本市と協議のうえ決定します。契約は、本市 

の標準業務委託契約書に仕様書を添付して締結し、企画提案書は契約内容の協議に用いる基礎資 

料とします。 

④ 協議が調った後、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に基づく随意契約により契約を 

締結します。受託候補者は、協議内容に基づく見積書を改めて提出してください。 

⑤ 提出書類に虚偽の記載があった場合又は提案内容に実現できない内容が含まれていたことが判明 

した場合は、契約を締結しないことがあるほか、本市が被った損害の賠償を求めることがありま 

す。 

⑥ 契約保証金の取扱いは、本市の関係規定及び契約書の定めによります。 

９．その他 

① 選定委員会の構成、委員名及び提案者名簿等の内容に関する質問は受け付けません。 

② 審査結果の通知後に、実施要領及び仕様書の内容等について、不明又は錯誤等を理由とする異議 

を申し立てることはできません。 

③ 提出書類等の作成その他の手続に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

④ 参加申込書の提出後に参加を取り下げる場合は、速やかに事務局へ連絡したうえで、参加辞退届 

（様式第９号）を豊中市教育長宛てに提出してください。 

⑤ 本案件の提案者に対する参加報酬はありません。 

⑥ 提出書類の作成、旅費その他本案件への参加に要する経費は、提案者の負担とします。 
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１０．事務局 

豊中市教育委員会事務局 学び育ち支援課 担当：澤井・寺川 

〒５６１－８５０１ 大阪府豊中市中桜塚３丁目１番１号 第一庁舎６階 

電話 ０６－６８５８－２５７６ 

E-mail  chiikikyo@city.toyonaka.osaka.jp 


